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サンゴ礁とそれに関連する生態系は、沿岸国における漁業や観光業を支え、地域の社会・経済

にとって重要です。東アジア地域（北東及び東南アジア）は、サンゴ礁と関連生態系の生物多様

性の世界の中心と認識されており、多くの生物が生息しています。

2002年に開催された「持続可能な開発に関する世界首脳会議（WSSD）」では、2012年までに

代表的な海洋保護区ネットワークを構築することが、国際目標として設定されました。また、

2007年4月に開催されたICRI東京総会では、サンゴ礁と関連生態系を含む海洋保護区ネット

ワークの構築を推進する決議が採択されています。こうした背景を受け、環境省は東アジア地

域における、サンゴ礁保護への取組を推進してきました。

東アジア地域

本会合は、サンゴ礁及び関連生態系の保全を進めるために東アジア地域における継続的な

連携体制を形成していくことや、東アジア地域のサンゴ礁保護区ネットワークの取組を推進し

ていくことを目的としています。

カンボジア、中国、インドネシア、日本、韓国、フィリピン、シンガポール、タイ、東ティモール、
ベトナム （アルファベット順）

実施場所

事業背景

事業目的

参  加  国

国際サンゴ礁イニシアティブ
（International Coral Reef Initiative: ICRI）
東アジア地域会合



国際サンゴ礁イニシアティブ（International Coral Reef Initiative: ICRI）東アジア地域会合 Clean  Asia  Initiative

お問い合わせ

CAI推進事務局
財団法人地球環境戦略機関
〒240-0115 神奈川県三浦郡葉山町上山口2108-11
Tel： 046-855-3700  E-mail： cai@iges.or.jp 
http://www.env.go.jp/earth/coop/coop/cai/about.html

〒100-8975　東京都千代田区霞が関1-2-2  中央合同庁舎5号館
TEL： 03-5521-8248  Fax： 03-3581-3423
http://www.env.go.jp/earth/coop/coop/index.html

環境省 地球環境局 国際連携課 国際協力室

Percentage of Waste Paper pulp 100％

ICRI東アジア地域会合は、1996年から6回開催されています。第6回ICRI東アジア地域会合は、
2010年6月26日から28日にかけて、タイ、プーケットにて開催されました。同会合には、アジア地
域の関係10カ国（カンボジア、中国、インドネシア、日本、韓国、フィリピン、シンガポール、タイ、
東ティモール、ベトナム）や、サンゴ礁保全に取り組む団体・研究者等41団体から計74名が出席
し、東アジア地域サンゴ礁保護区ネットワーク戦略2010が策定されました。

戦略では3つの目的が設定され、それぞれの目的を達成するために地域における具体的な取
組が示されています。 

引き続き地域会合を開催し、東アジア地域のサンゴ礁及び関連生態系の保全を推進するため
の連携を図っていきます。また、GCRMNの地域ネットワークの体制検討や、サンゴ礁分布図の
公開、地域の海洋保護区（MPA）データベースの充実等、ICRI東アジア地域サンゴ礁保護区ネッ
トワーク戦略2010に基づく取組の実施に務めます。

事業成果

活動予定

ICRI東アジア地域会合公式ウェブサイト （英語）　http://earw.icriforum.org/earw_mpa.html
ICRIウェブサイト （英語）　http://www.icriforum.org/

関連 U R L

会合の参加者

(c)PMBC, Thailand

東アジア地域会合の継続開催、地球規模サンゴ礁モニタリングネットワーク
（GCRMN）地域ネットワークの推進等による地域連携の強化、情報共有ネットワーク
の構築。 

（具体的な取組）

目　的   1 連携のための地域メカニズム形成

サンゴ礁分布図の公開、地域の海洋保護区（MPA）データベースの充実と活用及び
それらのデータを活用した各国の保護区の設定や管理の推進。 

（具体的な取組）

目　的   2 2009～2010年暫定計画フォローアップ （2008年11月の第4回地域会合にて策定）

サンゴ礁保護区ネットワークの形成に向けて重要な視点である持続的利用の観点、
地域住民の参加、伝統的知恵の活用等を含めたガイドライン案の作成。 

（具体的な取組）

目　的   3 地域及び国レベルの政策に対する提言


